
住まいを解体するときは

住まいの老朽化が進んでいる場合には、売却・賃貸が難しくなることが

想定されるほか、所有を続けても、空き家になり管理が十分にできないと

きは、周辺に迷惑をかけてしまうかもしれません。このような場合は、解

体を行うことを検討しましょう。

解体工事を事業者に依頼する際には、建設業法の許可事業者又は建設リ

サイクル法の登録事業者に発注しましょう。また、複数の者への見積りや、

書面での契約書の取り交わしをお勧めします。

登記してある建物を解体した場合は、解体完了後１か月以内に法務局で

建物滅失登記を行う義務があり、未登記の場合にも家屋滅失に関する届出

が必要となります。詳細は法務局などにお問い合わせください。

解体を行い更地にした場合には、固定資産税の住宅用地特例が解除され

税額が上がりますが、住まいを空き家にして放置し、「空家法」に基づく

勧告を受けた場合などにも、同様に住宅用地特例が解除され税額は上がり

ます。利用予定のない住まいは残しておかず、解体を検討しましょう。
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